
北 都島 福島 此花 中央 西 港 大正 天王寺 浪速 西淀川 淀川 東淀川 東成 生野 旭 城東 鶴見 阿倍野 住之江 住吉 東住吉 平野 西成 集約

1.　区民が必要とする切れ目のない在宅医療・介護のサービス提供体制のニー
ズ、あり方の検討 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 3 1 1 1 1 3 1

1. 21区　2.1区
3.2区　4. 0区

2.　主治医・副主治医制の導入・推進に向けた取組 1 1 4 1 1 4 4 1 4 1 1 3 4 1 3 4 1 1 4 1 1 4 4 4
1. 12区　2.0区
3.2区　4. 10区

3.　在宅療養中の利用者の急変時診療医療機関や後方病床の確保に向けた取
組 1 1 1 1 1 1 4 1 3 1 1 4 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 4 3

1. 18区　2.1区
3.2区　4. 3区

4.　訪問診療・往診を提供する医療機関と訪問看護St.との連携体制構築への取
組 1 1 1 1 1 2 3 1 1 1 1 1 1 1 1 4 1 1 1 1 1 2 4 1

1. 19区　2.2区
3.1区　4. 2区

1.　医療・介護関係者間で共有すべき情報や情報共有のニーズ、共有方法の検
討 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1

1. 23区　2.1区
3.0区　4. 0区

2.　現在使用されている情報共有ツールやその活用状況の確認 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3 1 3 1 1 2 1 1 1
1. 20区　2.2区
3.2区　4. 0区

3.　地域で充実又は作成するべき情報共有ツールの検討 2 1 3 1 2 1 1 1 3 1 1 1 1 1 4 3 3 1 1 1 1 1 2 1
1. 16区　2.3区
3.4区　4. 1区

4.　情報共有ツールの導入や利用促進 3 2 1 1 2 1 1 1 3 1 1 1 1 1 1 1 3 1 2 1 2 1 2 1
1. 16区　2.5区
3.3区　4. 0区

5.　４で導入した情報共有ツールの活用状況や効果についての評価や改善 3 4 1 2 3 1 1 1 4 1 3 2 3 3 4 3 4 3 3 1 2 1 2 3
1. 7区　2.4区
3.9区　4. 4区

6.　その他（エ）に該当すると思われる取組　（下欄に具体的に記載）

入退院支援
の手引き多
職種研修会
を複数回実
施

医療介護専
用（ＳＮＳ（メ
ディカルケ
アステー
ション）の普
及を推進し
ている

情報共有
ツールを
ホームペー
ジ上からダ
ウンロード
可能にして
いる。医薬
連携・医科
歯科連携・
病院・在宅
連携の情報
共有ツール
を考慮中

在宅医療・
介護連携相
談シートの
配布と利用
状況の確認

当区病院窓
口一覧　情
報掲載

Aケアカード
システム

介護支援専
門員に対す
る退院支援
研修

・多職種連
携シートの
作成
・H30年度
に情報共有
シートの評
価は実施し
たがその後
の評価は実
施ていない
ので活用状
況について
確認してい
く

情報共有
ツールは統
一できてい
ないが、
個々で利利
用、活用さ
れている

区内のツー
ルを望む声
と同時に大
阪市共通
ツールを望
む声も把握

医療と介護
それぞれの
活用状況の
把握

連携シート
及び連携に
ついてのア
ンケート調
査報告書を
作成し、関
係機関に配
布した

連携シート
の活用状況
のアンケー
トを研修会
にて実施。

1.　相談受付・支援する人材の育成（研修会の受講や実施） 1 1 1 1 1 1 1 1 3 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
１．22区　２．1区
３．1区　４．0区

2.　相談員と区内の医療・介護関係者との関係構築（地域包括ケアに関連する会
議への参加等） 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

１．23区　２．1区
３．0区　４．0区

3.　その他（オ）に該当すると思われる取組　（具体的に記載）

在宅リハビ
リ連絡会な
どの連絡会
にオブザー
バーとして
参加

大阪市の動
向の把握
・各区相談
支援室間の
交流・意見
交換の場も
必要と考え

ます。

事例検討
会・誰もが
集える居場
所づくり“ま
ちの保健
室”を毎月
開催

医療と介護
の連携のた
めの地域診
断ワーキン
グを毎月開
催

研修会情報
を載せた広
報誌（ハー
モニー）を
作成し、医
療介護関係
者に配布し
ている。

在宅医療介
護連携推進
会議の参
加、ヘル
パー勉強
会、各種委
員会への参
加。

診療所医師
よりターミナ
ルでのサー
ビス導入相
談にて病院
（退院支援
看護師）と
協働支援

※2

・地域ケア
会議等に参
加
・各関係団
体が開催す
る会議には
積極的に参
加し、情報
共有や連携
強化に取組
んでいる。

関係者と顔
を合わせた
時は、情報
を共有でき
る時間を作
る。

地域ケア会
議、認知症
支援会議で
課題の把
握、相談
ケース振返
り会により
相談ケース
の課題・問
題を医師会
側も把握

各団体の関
係者に依頼
し面談の
上、それぞ
れ個人とし
て医介連携
に対しての
困り事や課
題の聞き取
りを行った

受託法人　ウエオ

（
ウ

）
切
れ
目
の
な
い
在
宅
医
療
と
在
宅
介
護
の
提
供
体
制
の
構
築
推
進
の
取
組
状
況
に
つ
い

て

（ウ）に関連する取組の
実施状況について、該
当する選択肢番号を入

力してください。

1. H30年度以前に実施
している

2. R元年度に実施して
いる

3. R2年度以降に実施予
定

4. 現時点では未着手

5.　その他（ウ）に該当すると思われる取組　（具体的に記載）

前年度から
の活動の継
続。区内病
院の退院支
援カンファ
レンスの参
加
緩和ケア地
域連携会議
質問２：北
区医師会は
在宅患者緊
急連絡網で
担当日に緊
急連絡担当
医が対応。
大淀医師会
は訪問診療
に携わる医
師同士で協
力サポー
ト。

（
オ

）
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
に
関
す
る
相

談
支
援
の
取
組
状
況
に
つ
い
て

（オ）に関連する取組の
実施状況

実施状況

1. H30年度以前に実施
している

2.,R元年度に実施して
いる

3. R2年度以降に実施予
定

4. 現時点では未着手

病院と在宅
医介関係者
によるどら
やきの会に
て様々な課
題の検討と
情報共有を

行う

R元年度よ
り病院連絡
会を定期的

に開催。

多職種ネッ
トワーク会
議で課題の
把握と討

議。退院支
援に関する
研修を実

施。患者が
確実に紹介
医に戻るた
めの病院へ
の働きか

け。訪問看
護へ入退院
支援におけ
る問題点の
聞き取り調

査。

Aケアカード
システム・
ブルーカー
ドシステム
によりでき

ている

病ー在連
携、医ー介

連携

入退院支援
の研修会
（病院関係
者とケアマ
ネジャー）
や、療養中
の医療・介
護連携の研
修会（医師・
訪問看護
師・ヘル

パー・ケア
マネー

ジャー）を実
施

※1
病病連携、
病診連携

集まれる人
で情報交換

会

えむカフェ
（医療と区
民の垣根を
取り払って
対話できる
「場」つくり）

主治医、副
主治医制に
ついては、
検討は終了
しているが
未実施の状

態。

（
エ

）
医
療
・
介
護
関
係
者
の
情
報
共
有
の
支
援
の
取
組
状
況
に
つ
い
て

（エ）に関連する取組の
実施状況

実施状況

1. H30年度以前に実施
している

2.R元年度に実施してい
る

3. R2年度以降に実施予
定

4. 現時点では未着手

病院―在宅
チーム間連
携　（福島
区内びゅい
ん連携部会
立ち上げ・
「入退院支
援」研修会
開催・「在宅
医の立場か
ら考える意
思決定支
援」講演会
講師実施な

ど）

ICT(このは
ネット）加入
者の増加。
災害時を想
定した医

材・薬剤の
備蓄につい
ての提携を
区役所・基
幹病院と一
丸となり取
り組んでい

る。

中央区地域
ケア研究集
会（平成23
年度から毎
年継続）は
病院・施設
を含めた

医療介護従
事者・行政・
地域包括に
加え当事者
の参加も実
現。行政、
地域包括と
の連携強化
により参加
職種も増

え、共に作
る協働事業

に深化。

病院の勤務
医・看護師
を対象に

「在宅医療
のススメ」と
いう研修会
を、区内4つ
の急性期病
院と近隣区
の1つの急
性期病院に
て、区内の
在宅医が講

師となり
行った。

東成区病
病・病診連
携会の実

施、
東成区居宅
介護支援事
業者連絡会
との交流会

の実施

※1

・歯科医師会と連携し、研修会の企画開催、歯科衛生士への在宅医

療に関するアンケート調査用紙作成。

・区役所保健師と訪問看護師との交流会

・医師会と居宅介護支援事業所連絡会との合同研修会（3師会・訪問

看護連絡会も参加）

・居宅介護支援事業所連絡会と訪問看護ステーション連絡会との合同

研修会

・各団体（職種）における医療介護連携課題と対応策に関するアン

ケート調査実施

・東淀川チームACPにおいて、専門職・地域住民へのACP普及啓発

※2

地域包括、ブランチ、見守り相談室、ケアマネジャー等からの困難事

例も各部署と協働しながら支援している。

・対象者にとらわれずに医療につなぐことが必要なケースについては

関係機関と支援している。


